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１ 調査に当たった委員（平成 21年 3 月 19 日～平成 22年 9月 22 日） 

 

委 員 長  鶴 岡 正 彦 

（委 員 長  西 條 昌 良） 

副委員長  田 所 嘉 徳 

委  員  高 橋   靖 

委  員  菊 池 敏 行 

委  員  小 池   忠 

委  員  荻 津 和 良 

委  員  常 井 洋 治 

委  員  細 谷 典 幸 

委  員  鈴 木 亮 寛 

委  員  粕 田 良 一 

委  員  森 田 悦 男 

委  員  長谷川 修 平 

（委  員  川 口   浩） 

委  員  足 立 寛 作 

委  員  江 田 隆 記 

委  員  梶 岡 博 樹 
 

西條昌良委員長  平成 21年 3 月 19 日から平成 21年 12 月 9 日まで委員長 

鶴岡正彦委員長  平成 21年 3 月 19 日から平成 21年 12 月 9 日まで委員 

         平成 21年 12 月 9 日から平成 22年 9 月 22 日まで委員長 

川口  浩委員  平成 21年 3 月 19 日から平成 21年 8 月 17 日まで委員 

長谷川修平委員  平成 21年 9 月 8 日から平成 22年 9 月 22 日まで委員 



項番 回数

1 1
平成21年

5月28日（木）

○調査方針，活動計画の決定
○出資団体及び特別会計・企業会計の概況
○出資団体の現状・課題
　（病院事業会計，生活環境部，保健福祉部，商工労働部，
　　農林水産部，企業局，教育庁，警察本部）

2 2
6月19日（金）
〔定例会中〕

○保有土地に係る諸問題の状況
○出資団体の現状・課題
　（知事直轄，企画部，土木部，生活環境部，商工労働部，
　　農林水産部）
○精査団体・精査会計の選定

3 3 7月15日（水）
○地方自治法第98条第1項の規定に基づき県出資団体等の課題
　に係る対応について知事に報告を求める件

4 4 8月5日（水）

○精査会計の改革方針
　（病院事業会計）
○地方自治法第98条第1項の規定に基づく審査に係る知事への
　申し入れについての協議

5 5 9月16日（水）
○精査団体及び精査会計の改革方針
　（茨城県住宅供給公社，鹿島都市開発株式会社，
　　鹿島臨海工業地帯造成事業特別会計）

6 6 10月2日（金）

○精査団体及び精査会計の改革方針
　（都市計画事業土地区画整理事業特別会計，
　　社会福祉法人茨城県社会福祉事業団，
　　財団法人茨城県教育財団）

7 7
10月23日（金）
〔定例会中〕

○報告事項
○精査団体及び精査会計の改革方針
　（財団法人茨城県開発公社，茨城県土地開発公社，
　　病院事業会計）
○将来負担比率の状況等
○準精査団体及び準精査会計の選定

8 8 11月20日（金）

○精査団体の改革方針
　（財団法人グリーンふるさと振興機構）
○準精査会計の改善方針
　（港湾事業特別会計，流域下水道事業特別会計，
　　県立医療大学付属病院特別会計）
○その他の特別会計・企業会計の改善方針
○中間報告の論点整理

9 9
12月4日（金）
〔定例会中〕

○参考人意見聴取
　　公認会計士・税理士　　　坂　本　和　重　氏
○精査団体及び精査会計の改革方針
　（茨城県住宅供給公社，病院事業会計）
○準精査団体の改革方針
　（（財）茨城県環境保全事業団）
○中間報告案の検討

２　活動経過

審　議　事　項　等　時　　　期



項番 回数
審　議　事　項　等　時　　　期

10 10 12月18日（金）

○準精査団体の改革方針
　（（財）茨城県青少年協会，（財）茨城県看護教育財団，
　　（株）いばらきIT人材開発センター，
　　（財）茨城県農林振興公社，（社）茨城県穀物改良協会，
　　（社）園芸いばらき振興協会，（財）茨城県建設技術公社，
　　茨城県道路公社）

11 11
平成22年

2月19日（金）

○精査団体及び精査会計の改革方針
　（茨城県住宅供給公社，
　　都市計画事業土地区画整理事業特別会計，
　　病院事業会計）

12 12
3月16日（火）
〔定例会中〕

○改革方針を踏まえた予算案の対応
○決議案の発議
○県出資団体の将来方向
○精査団体の改革方針
　（茨城県住宅供給公社）
○活動計画の変更

13 3月26日（金）
県内調査（県央・県南地区）
　三公社及びＴＸ沿線開発に係る保有土地の現況調査

14
4月26日（月）
 ～27日（火）

県外調査（静岡県・神奈川県）
　各県における出資団体改革状況等調査

15 13 5月14日（金）
○精査団体・準精査団体等の改革工程表
○将来負担比率（平成21年度末見込み）の状況
○調査方針及び活動計画の変更

16 14
6月14日（月）
〔定例会中〕

○精査団体の改革方針
　（茨城県住宅供給公社）
○報告事項
○県出資団体の将来方向に関する県方針

17 15 　 8月19日（木）

○茨城県住宅供給公社の解散処理
○今後の保有土地対策と中長期財政収支見通し
○精査団体・精査会計における改革の進捗状況について
○最終報告書案の検討

18 16
　 9月16日（木）
　 〔定例会中〕

○改革方針を踏まえた議案の概要
○最終報告書の決定



３  県出 資団体 等の 課題に 対する 知事の対 応の明 確化 を求め る

申し入れ 

 

平成２１年８月５日 

 

 

 

 茨 城 県 知 事                

  橋 本  昌 殿  

 

 

 

     茨城県議会議長 葉 梨  衛 

 

 

 

 県出資団体等の課題に対する知事の対応の

明確化を求める申し入れ 

 

 

 

 地方自治法第９８条第１項の規定に基づく

審査を踏まえ，標記の申し入れを行う。  



県出資団体等の課題に対する知事の対応の明確化

を求める申し入れ  

 

 

 ７月１５日に開催された県出資団体等調査特別

委員会において，地方自治法第９８条第１項に基

づく知事からの報告に関し審議を行ったが，４期

１６年にわたって県政運営を担ってきたにもかか

わらず，バブル崩壊などの外部環境の変化を原因

とすることに終始し，具体性に乏しく，過去の責

任及び将来の説明において極めて不明瞭であり，

県民に対する説明責任を十分に果たしていない。  

 よって，知事においては次の事項について誠意

ある対応を取られるよう，強く求める。  

 

１ 住宅供給公社，土地開発公社，開発公社をは

じめ県出資団体に対して実施している県の支援

内容について，期間や金額も含め，積極的に情

報公開すること。  

 

２ 住宅供給公社，土地開発公社，開発公社の経

営破綻状況は，多くの保有土地に起因するもの

である。ＴＸ沿線の保有土地を含め，早期健全



化団体の一歩手前まで本県財政を逼迫させた経

緯と原因を明確にすること。  

 

３ 県財政の再建は最大の課題であり，将来世代

への負担のあり方を含め今後の県出資団体に対

する支援のあり方については，更に慎重に対応

する必要があることから，県出資団体に対する

今後の県の対応については，議会や県民に情報

を明示し，説明責任を十分に果たすこと。  

 

４ 出資団体改革に係る今後の具体的な道筋につ

いて，知事は現任期中に明確に県民に示すとと

もに，理解を求めること。  

 特に，既に明らかな経営破綻状況にある住宅

供給公社については，早期の課題解決を図るこ

と。  

 

５ 本県の財政状況逼迫の進行及びその間におけ

る知事の責任の重大性に鑑み，現任期における

知事自らに対する退職金の支給を行わないよう

措置すること。 



４ 健全な財政運営を図るため計画的な保有土地対策の推進を求める決議 

 
 
 本県財政はかつてない危機的状況に瀕しており，財政健全化への取り組みは

一刻の猶予も許されない喫緊の課題である。 
 特に住宅供給公社，土地開発公社については，平成 18 年度以降経営支援や

決算損失処理に対する補助金等の支援を余儀なくされるなど，平成 20 年度ま

でに 266 億円を措置しており，また,開発公社に対しても，平成 21 年度以降

10 年間で総額 211 億円の支援を開始している。 
 さらに，三公社やＴＸ沿線開発等の保有土地に係る将来負担は，平成 20 年

度決算ベースで約 2,300 億円にのぼっており，将来負担の軽減を図るため，一

般財源による対策を計画的に講ぜざるを得ないばかりか，今後も経済動向等に

よりさらなる増大も懸念されるところである。 
 本県予算における政策的経費が極めて限られてきている中で，三公社等の保

有土地対策予算とのバランスをどのように図っていくのか，財政運営の舵取り

に本県の将来がかかっていると言っても過言ではない。 
 よって本県議会は，平成 21 年度補正予算及び平成 22 年度当初予算を採決す

るに当たり，県民負担のさらなる増大を防ぐため，次の事項について強く求め

るものである。 
 
１ 茨城県住宅供給公社については，早期に解散の方向性を示すとともに，第

三セクター等改革推進債の活用にあたっては，将来世代に負担を強いる措置

であることから，その内容と額を明確にすること。 
 
２ 三公社やＴＸ沿線開発等の保有土地に係る将来負担は，地価の動向や販売

実績により今後も増大が懸念されることから，早期の土地処分に全力を挙げ

て取り組むとともに，整備計画の見直しによる造成経費の圧縮など，将来負

担の縮減に努めること。 
 
３ 本県の平成 22 年度末における県債残高見込みが１兆 9,105 億円にのぼる

ことを考慮し，県債の返済計画を策定するとともに，県債と保有土地対策を

併せた将来負担の削減に向けたシミュレーションを行い，財政の健全化に努

めること。  
 
  以上，決議する。 
   平成２２年 3 月２３日 

茨 城 県 議 会  



５　県出資団体等一覧
（H21.7.1)

番
号

団　体　名
事務所の
所在地

県出資
比率

1 広報広聴課 (株)茨城放送 水戸市 S37.9.10 19.9%
2 女性青少年課 (財)茨城県青少年協会 水戸市 S55.3.31 99.8%
3 企画課 鹿島臨海鉄道(株) 大洗町 S44.4.1 28.5%
4 科学技術振興課 (財)茨城県科学技術振興財団 水戸市 H元.10.30 98.0%
5 地域計画課 (財)グリーンふるさと振興機構 常陸太田市 S60.10.31 68.4%
6 (財)茨城県開発公社 水戸市 S35.3.28 55.6%
7 鹿島都市開発(株) 神栖市 S44.7.7 46.8%
8 (財)つくば都市振興財団 つくば市 H3.3.25 16.7%

9 筑波都市整備(株) つくば市
S48.9.28
H16.7.1 筑波新都市開発(株)と南茨城新都市開

発(株)外１社が統合
*15.6%

10 生活文化課 (財)いばらき文化振興財団 水戸市
H4.7.17
H11.4.1  (財)茨城県文化福祉事業団の文化部

門を吸収
100.0%

11 国際課 (財)茨城県国際交流協会 水戸市 H2.10.1 61.1%

12 (財)茨城県消防協会 水戸市
S22.12.31
H元年度 県出資

36.6%

13 (社)茨城県危険物安全協会連合会＊ 水戸市 S60.4.1 　　　　 －

14 原子力安全対策 (社)茨城原子力協議会＊ 東海村 S54.6.29 　　　　 －

15 (財)茨城県環境保全事業団 笠間市
H5.2.17
H12.7.26 (財)茨城県産業廃棄物対策基金を改称

100.0%

16 鹿島共同再資源化センター(株) 神栖市 H10.12.1 15.1%
17 医療対策課 (財)茨城県看護教育財団 水戸市 H3.6.11 75.0%

18 障害福祉課 (社福)茨城県社会福祉事業団 水戸市
S39.10.5
H11. 4.1

財団法人茨城県福祉事業団設立
文化部門分離,（社福）茨城県社会福祉
事業団に名称変更

100.0%

19 薬務課 (財)いばらき腎バンク つくば市 H元.12.14 67.3%

20 茨城県信用保証協会 水戸市
S24.12.4
S29.6.25 財団法人から特殊法人となる

14.5%

21 (財)茨城県中小企業振興公社 水戸市 S43.7.17 100.0%
22 (株)つくば研究支援センター つくば市 S63.2.2 18.3%
23 (株)ひたちなかテクノセンター ひたちなか市 H2.10.30 41.2%

24 産業技術課 (株)いばらきＩＴ人材開発センター 古河市
H3.3.28
H17.6.27 (株)古河ソフトウェアセンターを改称

11.7%

25 中小企業課 つくば国際貨物ターミナル(株) つくば市 H4.5.7 21.3%
26 (財)茨城県労働者信用基金協会 水戸市 S47.9.25 11.6%
27 (財)茨城県勤労者余暇活用事業団 水戸市 S49.12.6 50.0%
28 (財)茨城県勤労者育英基金 水戸市 S54.8.1 33.3%
29 (財)茨城カウンセリングセンター 水戸市 H8.4.18 9.1%

30 農政企画課 (財)茨城県農林振興公社 水戸市
S44.8.1
S63.4.1 (財)茨城県農業開発事業団を改称

100.0%

31 農業経済課 茨城県農業信用基金協会 水戸市 S37.2.5 17.7%
32 農産課 (社)茨城県穀物改良協会＊ 水戸市 S59.5.25 　　　　 －

33 園芸流通課 (社)園芸いばらき振興協会＊ 水戸市 H7.7.19 　　　　 －

34 畜産課 (株)茨城県中央食肉公社 茨城町 S54.2.7 28.3%
35 (社)茨城県林業協会＊ 水戸市 S43.9.20 　　　　 －

36 (株)いばらき森林サービス 常陸太田市 H7.7.28 50.0%
37 茨城県漁業信用基金協会 水戸市 S28.9.18 32.3%
38 (財)霞ヶ浦漁業振興基金協会 土浦市 S55.7.24 24.1%
39 水産振興課 (財)茨城県栽培漁業協会 鹿嶋市 H6.10.1 44.1%

40 農地整備課 (財)那珂川沿岸土地改良基金協会 水戸市
H6.3.25
H6年度 県出資

50.0%

41 (財)茨城県建設技術公社 水戸市
S41.4.11
S63.4.1 社団法人から財団法人となる（県出資）

13.5%

42 (財)茨城県建設技術管理センター 水戸市
S54.3.29
H6年度 県出資

25.0%

43 道路建設課 茨城県道路公社 水戸市 S46.9.25 78.9%
44 鹿島埠頭(株) 神栖市 S43.7.1 50.0%
45 日立埠頭(株) 日立市 S34.8.14 17.3%
46 日立港木材倉庫(株) 日立市 S40.11.5 9.0%

47
土木部
企画部

港湾課
ひたちなか整備課

(株)茨城ポートオーソリティ ひたちなか市
H15.3.1
H19.4.1 (株）ひたちなか都市開発を統合し，名

称変更
*53.0%

48
土木部
企画部

都市計画課
つくば地域振興課

茨城県土地開発公社 水戸市 H2.4.19 100.0%

49 茨城県住宅供給公社 水戸市
S27.5.29
S40.7.31 財団法人から特殊法人となる

50.0%

50 (財)茨城住宅管理協会 つくば市 S50.9.1 4.0%
51 企業局 総務課 (財)茨城県企業公社 水戸市 H2.6.29 75.0%
52 総務課 (財)茨城県教育財団 水戸市 S44.12.1 100.0%
53 保健体育課 (財)茨城県体育協会 水戸市 S45.4.6 50.9%
54 生活安全総務課 (財)茨城県防犯協会 水戸市 S31.4.1 20.3%
55 組織犯罪対策課 (財)茨城県暴力追放推進センター 水戸市 H4.6.16 37.3%

※１　｢団体名｣欄の末尾の＊は，援助法人（県は出資又は出捐をしていないが，財的・人的支援を継続的に行っている法人）を表す。
 　２　県出資比率は，平成20年度決算による。なお，筑波都市整備(株）と(株）茨城ポートオーソリティは，県持株比率による。

所管部（局）課

企画部
事業推進課

つくば地域振興課

住宅課

教育庁

警察本
部

農林水
産部

土木部

土木部

港湾課

漁政課

検査指導課

林政課

設立年月日等

商工労
働部

労働政策課
商工労
働部

産業政策課

生活環
境部

消防防災課

廃棄物対策課

知事直
轄

保健福
祉部



６　県出資団体等の業務部門別・設立年度別一覧

区　分　
昭和35年度

以前
昭和36年度
～45年度

昭和46年度
～55年度

昭和56年度
～平成２年度

平成３年度
～12年度

平成13年度～
団体
数

①
地域・都市開
発関係

開発公社
（34）

鹿島都市開発
（44）

筑波都市整備
（48）
建設技術管理
センター
（S54）

土地開発公社
（H2）
建設技術公社
（63）

②
住宅・都市
サービス関係

住宅供給公社
（40）

住宅管理協会
（50）

③
観光・レ
ジャー関係

グリーンふる
さと振興機構
（60）

④ 農林水産関係
漁業信用基金
協会（28）

農業信用基金
協会（36）
林業協会(43)
農林振興公社
（44）

中央食肉公社
（53）
霞ヶ浦漁業振
興基金協会
（55）

穀物改良協会
（59)

那珂川沿岸土
地改良基金協
会（H5)
栽培漁業協会
(H6)
園芸いばらき
振興協会(H7)
いばらき森林
サービス(H7)

⑤ 商工関係
信用保証協会
(24)

中小企業振興
公社(43)

労働者信用基
金協会(47)
勤労者余暇活
用事業団(49)
勤労者育英基
金(54)

つくば研究支
援センター
(62)
科学技術振興
財団(H1)
ひたちなかテ
クノセンター
(H2)
いばらきIT人
材開発ｾﾝﾀｰ
(H2)

カウンセリン
グセンター
(H8)

⑥
社会福祉・保
健医療関係

社会福祉事業
団(39)

いばらき腎バ
ンク(H1）

看護教育財団
(H3)

⑦ 生活衛生関係 企業公社(H2)

⑧
運輸・道路関
係

日立埠頭(34)

日立港木材倉
庫(40)
鹿島埠頭(43)
鹿島臨海鉄道
(44)

道路公社(46)
つくば国際貨
物ターミナル
(H4)

茨城ポート
オーソリティ
(H19)

⑨
教育・文化関
係

茨城放送(37)
教育財団(44)
体育協会(45)

青少年協会
(54)

国際交流協会
(H2)
つくば都市振
興財団(H2)

いばらき文化
振興財団(H4)

⑩
公害・自然環
境保全関係

環境保全事業
団(H4)
鹿島共同再資
源化ｾﾝﾀｰ(H10)

⑪ その他
防犯協会(31)
消防協会(22)

原子力協議会
(54)

危険物安全協
会連合会（60)

暴力追放推進ｾ
ﾝﾀｰ(H4)

計 6 13 11 13 11 1 55

（注）平成11年度以降設立された団体はない。


